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5 お わ り に




















その後，X1 と X2 はYに対して請求異議の訴えを提起し，異議の事由
として，X2 は前訴確定判決の事実審口頭弁論終結時以後に借地法 4 条 2





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 1 ，高橋宏志『重点講義・民事訴訟法(上)第 2版補訂版』（有斐閣，2013年）625頁，渡
部美由紀・判批・法学（東北大学法学会）61巻 2 号411頁，三上威彦「既判力の時的限界






10) 例えば，前掲注( 3 )( 7 )で引用している文献で，既判力の客観的範囲や時的限界という
枠組みに関して論究したものは多くない。































13) 以上につき，松本・前掲註( 1 )161頁以下・192頁以下。同様の問題は，河野・前掲注
( 7 )，池田・前掲注( 3 )，などの見解についても妥当する。
14) 山本克己・民事訴訟法判例百選Ⅱ313頁や垣内・前掲注( 3 )296頁以下なども同旨。

















上原敏夫・判例研究・NBL 603号93頁，畑・前掲注( 3 )707頁，同「弁論終結後の建物
買取請求権の行使と請求異議事由」私法判例リマークス14号134頁，垣内・前掲注( 3 )291
頁，原強「建物買取請求権と既判力による遮断の有無」法学教室188号76頁，坂田・前掲
注( 4 )50頁，渡部・前掲注( 7 )411頁，栗田陸雄・法学研究（慶應義塾大学法学研究会）



































27) 伊藤・前掲注( 5 )515頁。
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